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POLICY BRIEF

国内外の好事例や教訓を共有するための国際連携

エグゼクティブサマリー

•	 薬剤耐性菌は世界中の人々の健康を脅かす存在であり、日本は国際社会と連携してワンヘルス（One Health）アプローチを推進
している。

•	 急速な経済発展と都市化により、東南アジアはますます AMRの影響を受けやすくなっている。
•	 2000 年代以降、AMRに関する国際的な協力関係が強化されてきた。しかしながら、中低所得国では AMRに関する様々な問題

を抱えているにも関わらず、それを管理するための資源が不足している。
•	 日本はサーベイランスの強化や抗菌薬適正使用に関する取組みを支援することで、AMR対策に向けた各国との連携を強めるべ

きである。

緒言

　AMRの世界的な広がりに伴い，一国による対応だけでは不十分であることが明らかになってきた。AMRは国境を越えた世界各
地の市民の健康を脅かす存在であることから、日本を含めた世界各国による国際的な協力体制でこの問題に取り組まなければなら
ない。
　ここ数年、ワンヘルス（One Health）が AMRに関する国際協力の焦点となっている。WHOはワンヘルスを「公衆衛生のより
良い結果を達成するために、複数のセクターがコミュニケーションをとり、協力してプログラム、政策、法律、研究を設計・実施
するためのアプローチ」であると定義している1。つまり、ヒトの健康を守るためには動物や環境にも配慮した取組みが必要である
という概念である。抗菌薬は農業や家畜に使用され、周囲の環境に残存する、また薬剤耐性菌が動物を宿主としてヒトへ伝播する
可能性もある。そのため、AMR対策としてワンヘルスの概念は非常に重要である。

日本における問題点

　日本における国際協力の取組みはすべて、「積極的平和主義」の立場のもと2進めてきたが、中でも「人間の安全保障（human 
security）」の概念を世界に広めてきたことは大きな特徴である。我が国では、健康の安全保障（health security）は人間の安全保
障に不可欠な要素と考えており3、その一環として、感染症に対するグローバルな取組みを推進し、AMRの課題に取り組んできた。
　日本が国際的に AMR対策を展開している地域の一つがアジア太平洋地域である。この地域では抗菌薬の使用量が増加しており、
ミャンマーやインドネシアなどでは2030年までに使用量が200％増加すると予測されている4。この地域では、欧州抗菌薬耐性サー
ベイランスネットワーク（EARS-Net）や中央アジア・東欧抗菌薬耐性サーベイランス（CAESAR）のような地域的 AMRサーベイ
ランスネットワークは整備されていない5。
　このような状況を受けて、日本はアジア太平洋地域における AMR対策の環境整備に注力してきた。2016 年に国際的な連携の強
化とアジア地域における適切な AMR戦略を決定するために「アジアにおける AMRに関する二国間技術協議」を開催した6。この
会議では、AMRと抗菌薬消費量のサーベイランスのための基準や方法論の共有、ヒトと動物の健康ネットワークの強化、規制の
成功事例の共有、診断技術・ワクチン・抗菌薬の研究開発を強化するための環境整備などをテーマにした提言がなされた。また、
2018 年に日本は地域協力の必要性を認識し、「AMR対策における協力に関する ASEAN+3 首脳共同声明」に署名した5。
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ステークホルダーと対策の一例（日本）

ステークホルダー 対　策
厚生労働省 •	AMRに関するアジア太平洋ワンヘルス・イニシアチブ（ASPIRE）：サーベイランスシステムと研究施

設ネットワークの強化、ヘルスケアマネジメント、抗菌薬へのアクセスと規制、研究開発の強化を宣
言した6。

•	AMR 東京ワンヘルス会議（2019 年 2 月）：アジア太平洋 17 カ国各国の保健省・農林省 AMR担当者
等による国際会議を実施し、各国の取組み状況に関する情報共有を行った6。

• その他の取組みとして、アフリカ開発会議（TICAD）や日経アジア・アフリカ感染症会議などアフリ
カにおける AMRを議論するためのプラットフォームを支援してきた7。

国立感染症研究所（NIID） グローバル AMRサーベイランスシステム（GLASS）へのデータ提供を行なっている8。
G7、G20、国際薬剤耐性研究開発
ハブ（Global AMR R&D Hub）

G7/G20会議では日本は中心メンバーとして参加しAMRを議題としてワンヘルスアプローチ、研究開発、
抗菌薬適正使用支援、健康の安全保障について積極的に議論をした。
G20 大阪サミット（2019）：G20 および国際薬剤耐性研究開発ハブの参加国に対して、AMR研究開発を
推進するため、プッシュ・プル型インセンティブの仕組みを分析し、関係閣僚に報告するよう求めた9。

農林水産省 薬剤耐性菌に関する国際獣疫事務局 (OIE) の動物衛生コード、コーデックス委員会の実施規範やガイド
ライン等の策定過程において、関係会合等に参画し、積極的に意見提出を行うなどしてきた10。

世界における問題点

　世界の AMR対策は 1990 年代から行われ始め、特に 2010 年代には各国のみならず国際機関の中で他国間共同対策の必要性が共
通認識化されたことにより、より一層 AMR対策の取組みが強化された。
　2016 年に日本、2017 年にドイツとイタリア、2018 年にアルゼンチンとカナダでG7およびG20 会議が開催され、AMR対策の
適切な枠組みとして、ワンヘルスアプローチ（One Health Approach）の必要性が議題としてあげられた。その他にも抗菌薬適正
使用支援、抗菌薬・診断法の研究開発、AMRに関する健康安全保障についても議論がなされた。
　2016 年、国連加盟国は AMRに関する国連ハイレベル会合政治宣言を出した。この宣言に基づき、組織間連携委員会（IACG）
が設置された。IACGの目的は、AMRについて持続可能かつ効果的な地球規模の行動を確保するために必要なアプローチについて
実用的な指針を提供することである (世界保健機関、国際連合食糧農業機関、国際獣疫事務局が事務局 ) 11このような IACGのリー
ダーシップと国際協力的な取組みを受けて、他の国際機関も AMRを抑制するため、マルチセクターの協働に取り組んでいる。

ステークホルダーと対策の一例（世界）

ステークホルダー 対　策
世界保健機関 •グローバル AMRサーベイランスシステム（GLASS）：参加国全体の AMRサーベイランスデータの標

準化とデータベース化を行なっている。毎年、National Focal Points(NFPs) にて各国の AMRサーベ
イランスとGLASS の実施状況、集計データの公開をしている12。

•	AMR グローバルアクションプラン：グローバルアクションプランを 2015 年に策定し、5つの柱（普
及啓発、サーベイランスと研究、予防、抗菌適正使用支援、投資）を設定13。これを元に各国でのアク
ション策定を要請した。

国際薬剤耐性研究開発ハブ（Global 
AMR R&D Hub）

G20 加盟国、非加盟国 15 カ国、欧州委員会、非政府財団が参加し、AMRの研究開発のため協力してい
る14。

国際連合食糧農業機関 FAOによる AMRグローバルアクションプラン：特に農業における AMR対策として目標を掲げており、
普及啓発、能力開発、ガバナンス強化、優良事例の促進に焦点を当てている15。

国際獣疫事務局 動物に対する抗菌薬の適切な使用のために国際基準の設定と抗菌薬の使用のサ―ベイランスを実施16。
世界規模データベースの開発（Worldwide Animal Health Information System）にも取り組んでいる。

G20 G20 岡山保健大臣会合（2019）：関係閣僚に AMRの早急な対応を要請した17。
国際連合 •	2016 年の国連総会にて AMRを世界的な脅威として認識し、各国でのアクションプラン策定と実施を

支援してきた18。
• 組織間連携委員会（IACG）：世界保健機関、国際連合食糧農業機関、国際獣疫事務局は、AMRへの取
り組みに関する提言書を国連事務総長に提出した11。

大西洋横断薬剤耐性タスクフォー
ス (Transat lant ic  Taskforce
on Antimicrobial Resistance
（TATFAR))

次の 3分野での北米と EUの相互協力を推進19。
1. 医学界・獣医学界における抗菌性薬剤の治療を目的とした適正使用
2. 医療現場及び共同体が関係する薬剤耐性感染症の予防
3. 抗菌性新薬の開発製造過程を改善するための方策作り

地域間協力 • 欧州疾病予防管理センター：EARS-Net	にて	EU	圏の臨床検査機関から抗菌薬感受性データを収集・管
理している20。

•全米保健機関：the Latin American Network for Antimicrobial Resistance Surveillance (ReLAVRA)	に
てアリカ大陸	21	か国のデータを収集・管理している21。

•英国とインドは薬剤耐性菌に関する共同研究をするため、2020	年	9	月から	5	つのプロジェクトを開
始する。資金は両国合計で	800	万ポンドを拠出した22。
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民間企業 AMR Industry Alliance：100 を超すライフサイエンス企業と業界団体が加盟し、AMR対策に取り組ん
でいる23。

市民社会 ReACT：医療提供者、学術関係者、市民社会、その他ステークホルダーによる AMR対策のための独立
したネットワーク24。

ステークホルダーと対策の一例（世界）

•	 薬剤耐性菌の拡大を防ぐためにワンヘルスアプローチに基づき、「AMRに関するアジア太平洋ワンヘルス・イニシアチブ(ASPIRE: 
Asia-Pacific One Health Initiative on AMR)」等を参考に、各国政府への協力要請、働きかけを継続的に推進すべきである。

•	 抗菌薬の適正使用の推進策、薬剤耐性菌の発生状況や抗菌薬の使用状況を連続的に共有できる国内のサーベイランスシステム等
を、アジアを含めた海外諸国に展開し世界の AMR対策をリードすべきである。

•	 海外への積極的な支援が国内の AMR対策につながるという認識に基づき、途上国における抗菌薬の使い方についての指導等に
対する政府からの支援を充実させるべきである。途上国における支援においては、医療資格保有者だけでなく、必要な技能・知
識を習得した人材による現地での協力体制づくりも推進すべきである。
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